
公益法
人の区
分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・
応募者
数

計測器材借上

1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-10

R4.9.6

オリックス・レン
テック㈱
東京都品川区北品
川5丁目5番15号

3020001090176 一般競争入札 5,918,814 5,032,214 85.02% 15019

熱可塑FRP供試体の製造

1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-10

R4.9.14

㈱エイ・エス・ア
イ総研
東京都千代田区内
神田1丁目18番14号

6010001078789 一般競争入札 7,991,500 7,991,500 100.00% 2023

機械学習を活用した群
制御技術に関するシ
ミュレーション

1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-11

R4.9.14
三菱電機㈱
東京都千代田区丸
の内2丁目7番3号

4010001008772 一般競争入札 4,000,000 3,850,000 96.25% 6058

航空タービン燃料JP-4
の産業廃棄物処理等

1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-10

R4.9.14
早来工営㈱
神奈川県川崎市川
崎区扇丁目6番1号

5020001075019 一般競争入札 4,840,000 4,840,000 100.00% 16019

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

一般競争入
札・指名競争
入札の別（総
合評価の実

施）

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

法人番号

付紙様式第３



公益法
人の区
分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・
応募者
数

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名

称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

一般競争入
札・指名競争
入札の別（総
合評価の実

施）

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

法人番号

付紙様式第３

多目的誘導弾システム
(改)の性能確認試験の
ためのプレハブ等借上
(その２)

1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-10

R4.9.15
㈱アクティオ
東京都中央区日本
橋3丁目12番2号

6010001034494 一般競争入札 6,523,440 3,517,800 53.92% 15023

多目的誘導弾システム
(改)の性能確認試験の
ための宿舎借上(その
１)
1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-11

R4.9.16

㈱東日トラベルセ
ンター
東京都足立区鹿浜
五丁目13番1号

4011801014456 一般競争入札 2,351,999 2,138,690 90.93% 15027

高低圧電気設備の点検
整備

1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-10

R4.9.27

㈱Felio
神奈川県横浜市旭
区今宿西町396番地
4

6020001057346 一般競争入札 3,300,000 2,739,000 83.00% 6066

島嶼防衛用新対艦誘導
弾エンジンの性能試験
に係る宿舎借上

1件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁航空装備研究
所管理部会計課長
大倉　盛之
東京都立川市栄町1-2-10

R4.9.27

㈱東日トラベルセ
ンター
東京都足立区鹿浜
五丁目13番1号

4011801014456 一般競争入札 1,355,860 1,294,920 95.50% 15043

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


